
富士見市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例の改正について 

 

１ 改正趣旨 

〇介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一

部を改正する省令が令和６年４月１日に施行された。 

〇人材確保が困難となっている現状を踏まえ、職員配置の柔軟化を図るもの。 

〇令和７年４月１日までに条例改正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

 

改正前 改正後 

常勤専任による職

員配置 

①常勤換算方法による職員配置 

②複数圏域の高齢者数を合算し３職種を地域の実情に応じて配置を

可とする 

※いずれも介護保険事業推進委員会が高齢者数及び地域包括支援センターの

運営状況を勘案し必要と認めた場合 

 ＜職員配置基準＞             ○保   保健師その他これに準ずる者 

３専門職の配置    ○社    社会福祉士その他これに準ずる者 

○主   主任介護支援専門員その他これに準ずる者 

 

担当する区域におけ

る第１号被保険者数 

人員配置基準 

改正前 改正後 

3,000 人～6,000 人 

 
○保○社○主各 1人 

計３人（常勤専任） 

○保○社○主各 1人 

計３人（常勤換算方法） 

おおむね 

2,000 人～3,000 人 
○保１人、○社または○主いずれか１人 

計２人（常勤専任） 

○保１人、○社または○主いずれか１人 

計２人（常勤専任） 

おおむね 

1,000 人～2,000 人 
○保○社○主のうちから２人 

計２人（常勤専任） 

○保○社○主のうちから２人 

計２人（うち１人は常勤専任） 

1,000 人未満 
○保○社○主のうちから１人または２人 

計１～２人（常勤専任） 

○保○社○主のうちから 1人または２人 

計１～２人（常勤換算方法） 
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令和 5年 12 月 22 日社会保障審議会介護保険部会(第 110 回)資料 2を富士見市で一部修正 


